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１．はじめに 

我が国の高等教育において、1997 年より遠隔
授業が単位として認められている（大学審議会

1997）。eラーニングをはじめとする遠隔教育は、 
COVID-19の影響を大きく受け、2020年より、急

速に拡大している。

大学連携 e-Learning教育支援センター四国（知

プラ e）では、2014年度より、徳島大学、鳴門教
育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学の四国地

区における５国立大学が連携し、eラーニング講
義を開講している（大学連携 e-Learning教育支援

センター四国 2013）。開講初年度となる 2014 年
度は、７科目の開講であったが、2024年度は、59

科目が開講されている（大学連携 e-Learning教育
支援センター四国 2024）。

知プラ eは 10年間にわたって実施されており、
学習者の学びの形式も多様化する中で、その普及

状況や、受容度を検証することが重要である。本

調査では、この 10 年間の知プラ e の学習者数の

推移を調査する。

２．調査の概要 

調査目的は、10 年間の知プラ e における学習
者数の推移を調査し、その普及状況を評価する。 

本調査では、知プラ eにおいて、2014年度から
2023 年度に開講された、各科目の履修希望者数

および履修確定者数に関するデータを用いる。こ

こでの履修希望者数とは、各科目の履修を希望し

た学生の総数を指し、履修確定者数とは、履修者

数の制限による履修者の抽選や、履修取消し等を

経て、最終的にその科目の履修を確定した学生の

総数を指す。

３．結果と考察 

10 年間の知プラ e 科目の履修希望者数と開講
した講座数の推移を図１に示す。履修希望者数は

年々増加し、特に、2021年以降の増加のが顕著で
ある。COVID-19の影響により、ほとんどの学生

がオンライン授業を経験していると考えられ、学

生が eラーニング形式の授業に対して、好意的に

捉えていることが一因と考えられる。

図１ 知プラ e 履修希望者数と開講講座数 
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図２ 知プラ e 履修希望者数と履修確定者数

表１ 2023 年度の履修希望者数上位５科目 

科目名 履修希望者数 履修確定者数

科目 A 1782 1752 

科目 B 1614 513 

科目 C 1515 288 

科目 D 1509 367 

科目 E 1466 378 

単位は（人）

一方、開講している講座数については、2018年

を境に、変化があまりみられない。しかし、知プ

ラ e科目の履修希望者数は増加し続けている。こ

のことから、知プラ eに対する認知度が上がって
いることや、知プラ e科目に対する、学生からの

需要が高まり続けていることが窺える。

そして、10 年間の知プラ e 科目の履修希望者

数と履修確定者数の推移を図２示す。履修希望者

数の増加に応じて、履修確定者数も増加している

ことがわかる。しかし、2021年を境に、履修確定
者数は、履修希望者数と比較すると増加していな

い。この要因として、履修希望者数が、教員の受

け入れ可能な学生数を超えている科目があるこ

とが挙げられる。表１に 2023 年度の履修希望者
数の上位５科目を示す。ほとんどの科目で履修希

望者全員の履修を受け入れられていない現状で

あることがわかる。知プラ eの需要が高まる一方

で、学生からのニーズに十分に応えられていない

ため、体制の強化が必要であることが示唆される。 

４．おわりに 

本調査では、2014年度から 2023年度における

知プラ eの学習者数の変動を調査した。学生から
の知プラ e 科目に対する需要は年々高まってい

ることが明らかとなった。一方で、履修希望者数

と履修確定者数に大きな乖離がある現状から、学

生からの需要に十分に応えきれていない可能性

が示唆された。

今後の課題として、学生の受け入れ体制を強化

することが考えられる。例えば、開講科目の数や

種類を更に拡充し、履修希望者を十分に受け入れ

られるように発展させることが求められる。
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